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令和７年大磯町議会 

３月定例会一般質問（２月 25日・26日） 

質問議員 質 問 事 項（１日目） 答弁者 

１ 

12番 

毛利 泰輔議員 

（ 65分） 

9:05～10:10 

   

１. まちづくり基本計画（道路・交通）について 

大磯町は温暖な気候と海・山・川の風土などに恵まれ、住みやすい・暮

らしやすい町であることを誇りに思うところであるが、生活上の基本イン

フラである道路については、町の幹線道路で道幅が一部くびれた状態、ま

た国道・県道・町の幹線道路に出入りする道路は、ほとんどが幅員４ｍ以

下の狭あい道路であり、車同士のすれ違いが出来ない・歩行者が除けざる

を得ない等、住みよい・暮らしやすい町の弱点と考える。 

現在、大磯町の都市計画は、第五次総合計画基本構想・前期基本計画（令

和３年度から令和７年度）で、まちづくり基本計画を推進しており、今後

は後期基本計画（令和８年度から令和 12 年度）に向けて進めることにな

っている。 

この生活上の基本インフラである道路の整備は、大磯町として重要な課

題であり、現状の確認と今後進めるまちづくり基本計画の後期計画に向け

て考え方を伺う。 

（１）まちづくり基本計画（2021 年～2025 年）の道路・交通施策の現状

と見通し 

①主要幹線道路整備状況と課題 

②狭あい道路の現状と課題 

（２）まちづくり基本計画（2026 年～2030 年）の道路・交通施策の計画

及び、中長期的計画に向けて（前期の課題の対応等） 

①主要幹線道路の取組み 

②狭あい道路の対応 

 

２. 介護保険と「通いの場」について 

 令和６年度から介護保険料が神奈川県内で大磯町が最低額との状況で、

現在進めている「通いの場」（介護予防が目的）の補助金事業（最大４万

８千円／年・件・町内会）の進め方について伺う。 

介護保険料の負担推移は、第５段階（負担割合 1.00）で比較すると、 

 ・第八期（令和３，４，５年）は 63,600円／年（5,300円／月） 

 ・第九期（令和６，７，８年）は 56,400円／年（4,700円／月） 

  －7,200円／年（－600円／月）11.3％の減と報告されている。 

（１）令和５年度より進めている「通いの場」（介護予防が目的）の推進

事業で、令和６年８月の区長連絡協議会で協力を要請しているが、令

和６年度の予算・予定件数と適用地区（町内会・件数）の状況・見通

しは。 

（２）令和７年度に向けた「通いの場」（介護予防が目的）の考え方は。 
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２ 

13番 

おかみゆき議員 

（ 65分） 

10:25～11：30 

   

１.町の防犯対策について 

人口減少と超高齢化社会の進行に加え、インフレによる物価高騰の課題

が懸念される中、特殊詐欺や各種犯罪などの被害も増加しているのが現

状。町の安全と安心は町民にとって欠かせない重要なテーマであり、その

関心も高く感じる。警察、行政機関など関係者が防犯対策に尽力している

一方で、地域の防犯パトロールの現場や消防団、町民から寄せられる声を

耳にすると、対応策を講じる必要がある。 

例えば、見通しの悪い道路や公園、通学路となる交差点、外壁の落書き、

たばこのポイ捨てによる火災など、町の治安向上のために取り組むべき課

題は身近なところに多く存在する。さらに、特殊詐欺のことも鑑み、地域

住民への声かけ啓発・注意喚起が求められる。これらの問題に対する現状

の課題と今後の対策について問う。 

 

２．町役場の住民サービスの向上と職場環境について 

大磯町役場の行政窓口には、所管別に 25 の所属が存在する。住民サー

ビスの向上や利便性の確保、そして職員の適切な配置が重要な課題となっ

ていることは言うまでもない。本庁舎や支所などの施設において、町民の

皆様がスムーズにサービスを受けられるよう、各階に配置されている課名

や業務内容がわかりにくく、また窓口間での移動が負担となっているとの

声が、障がい者のみならず健常者の方々からも広く寄せられている。この

ような状況を改善し、住民がより利用しやすい行政窓口を実現するための

改善策が求められていると考える。 

また、町職員の業務量の増加や長時間労働が職員にかかる負担を増加さ

せる中で、職場環境がどのように整備されているのか、そして職員の働き

方に関してどのような改善策が講じられているのか、今後の取り組みにつ

いて問う。 

（１）障がいのある方々等が行政窓口を利用する際、複数の窓口を利用す

ることに対してどのような声が寄せられ、また、どのような対応がな

されているのか。 

（２）平成９年度から平成 22 年度に職員数の削減を進めた中で業務量が

増加した状況に対して職員の負担が大きくなったことは承知してい

る。今年度においては、退職した職員や退職予定の職員よりも多くの

採用が行われたが、業務の負担軽減や住民サービスの向上に繋がる体

制は十分なのか。 

（３）体調不良などの理由で休職した職員に対しては、どのような対応が

取られているのか。休職後の復職支援やフォローアップについての体

制はあるのか。 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

３ 

３番 

鈴木たまよ議員 

（ 65分） 

11:30～12:00 

 13:00～13:35 

１．大磯の農業の「これから」について 

 食料の大半を輸入に頼る日本は、ウクライナ危機やコロナによるパンデ

ミックなど有事の際に海外からの物流が制限されたことにより、国内自給

率向上の重要性を感じた方も多い。しかしながら農業従事者の高齢化や後

継者不足の問題に加え、円高や原油高は農業経営を圧迫し、国内自給率向

上を担う農家の数は減少の一途をたどっている。 

町 長 

教育長 
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 また、世界人口の増加などによる食料需要の増加や異常気象等供給を不

安定化させる要因の多様化や影響の深刻化により、世界の食料安全保障に

関するリスクが高まり、国は「食料供給困難事態対策法」を令和７年 4月

1日より施行する。とはいえ、現在の世界情勢を鑑みると、法律があって

も輸入される食料がなければ人は飢えてしまう。結局頼りになるのは自分

である。そのようなリスクを踏まえ、自治体は国や県を頼りすぎず、独自

でも食料自給を考え、食料危機に備える必要があるのではないか。 

 小さい町だからこそ他の自治体では実現できないことが、大磯ではでき

るのではないか。 

 人が生きていくために絶対的に必要な「食」を担う農業の「これから」

とそれに関連し、次の５点について伺う。 

（１）およそ１年前、町長は令和６年度の施政方針の中で農業について、

「国の交付金を最大限活用して、地域計画の策定を本格化し、近年活

発になっている新規就農者等による農地拡大の動きを後押しするこ

とで、農家の農業収入の向上を図っていく」と述べた。その状況につ

いて。 

（２）耕作放棄地とその活用について 

（３）未来を見据えた持続可能な農業のあり方について 

（４）児童・生徒のための農業体験学習について 

（５）ウェルビーイング（心身ともに健康で幸福なこと）のための食育に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

７番 

竹内恵美子議員 

（ 65分） 

13:35～14:40 

 

１．公共施設の整備更新について 

公共施設の整備や長寿命化などは、平成 29 年に「大磯町公共施設等総

合管理計画」を策定し、現在、「第１期個別施設計画」の計画期間中にあ

るが、本庁舎や消防署、学校施設は建替えが必要であり、計画書に本庁舎

は令和６年度からの工事、令和７年度末からの利用開始、消防署は建替え

等の調査・検討としている。学校は令和５年 11 月策定の「学校教育施設

整備基本構想」において、令和７年度から大磯中学校１号館の施設整備を

開始し、順次他の小中学校の施設整備が始まるロードマップとなってい

る。 

 本庁舎や大磯幼稚園の認定こども園化も計画通りに進まず、消防庁舎は

建設地取得の予定もあり、大磯中学校は令和７年度の当初予算の項目が見

受けられない中、公共施設の整備更新への考えを伺う。 

（１）本庁舎は、15.5億円の整備費が不足という問題にあり、公共施設の

整備費が町の財政に及ぼす影響は大変大きいが、本当に計画通り事業

を進めていける見込みがあるのか。 

（２）消防施設は、耐震上に問題があり、これから用地を探し整備となる

と、かなりの時間も事業費もかかるものと思われるが、どのような計

画を予定しているのか。 

（３）学校施設は、まず、一番最初に予定する大磯中学校の整備をどのよ

うに進めていくのか。 
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２．地域学校協働活動本部の進捗状況は 

（１）地域学校協働活動本部はどのように進めていくのか。 

（２）令和７年４月以降の体制は。 

（３）地域コーディネーターの任期は１年だと聞いているが、令和６年で

２年経つ。令和７年度の人選・体制は。 

（４）「見守り隊」を立ち上げると聞いたが、できたか。 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

５ 

   10番 

清田 文雄議員 

（  58分） 

14:55～15:53 

 

１．町民視点に立った新庁舎整備・認定こども園移行事業の今後について 

新庁舎整備事業について、町は完成時期について当初 2026 年３月ごろ

を目指すとしていた。昨年８月さらに 2028年５月に遅れるとしていたが、

昨年 12 月までに参加を表明していた事業者２者からともに「辞退届」が

出されたため、一時、事業者公募を中止せざるを得なくなった。これによ

り、さらに完成時期が遅れ、町の想定していた事業費約 43 億６千万円を

約 15億円上回る約 59億１千万円の提案を受けざるを得ない状況であると

考える。町は事業費や事業期間を見直し、現庁舎地での建替えを進めてい

くというが心配でならない。遅れに遅れた最大の原因は、池田町長の行動、

調整不足と言わざるを得ない。 

また、大磯町立幼稚園認定こども園移行事業についても、事業を取り巻

く社会情勢が大きく変動していることにより、昨年６月に整備事業・スケ

ジュールの変更があり、開園時期も 2027 年４月になり、整備費用も昨年

８月８日の福祉文教常任委員会協議会において、令和４年度事業応募時よ

り約 25％も上昇し、町の負担も大きく変化したことが判明した。 

 以上の２事業については、池田町長就任時に、当初、行政と議会で決め

た決定事項を変更して、庁舎は費用をかけずに耐震診断を進めていく、町

立のこども園を推進するということにしたが、結果として当初の計画通り

進めていくこととなったのは周知の事実である。この間失われた時間と費

用は戻ってこない。 

 町長は何かあると「議会が決めたことだから」という発言を度々おっし

ゃるが、議会に責任転嫁するのではなく、自らの誤った主張、スタンスを

猛省して、これらの事業に取り組んでいただきたい。次の点について問う。 

（１）新庁舎整備事業について、事業者２者から「辞退届」が出された。

この点をどのように受け止めているか。 

（２）町は事業費や事業期間を見直し、現庁舎敷地内での建替えを進めて

いくとのことだが、消防庁舎、し尿処理施設、教育施設整備等、対応

すべき事案が他にもある。そういった中で、どのように優先順位をつ

けて新庁舎整備事業を進めていくのか、町長の考えを問う。 

（３）リスクマネジメントとして、万が一、大地震が今発生した際に、現

庁舎が機能しなかった場合、町長として町民の生命を守るためにどの

ような対応を取るのか。 

（４）大磯町立幼稚園認定こども園移行事業については大幅に遅れたこと

で、本来、新しいこども園で過ごせることを楽しみにしていたお子さ

ん、保護者の気持ちを考えると胸が締め付けられる思いだが、失われ

た時間は戻ってこない。この点について町長の考えを伺う。 
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２．池田町長・教育委員会の特定の保護者への忖度について 

本件、継続して質問をしているが、2023年４月に被害児童保護者が町の

一連の対応について情報開示をされて「重大事態」に認定された件につい

て質問をする。 

 本件は池田町長体制以降、調査結果の公表が大幅に遅れていることは周

知の事実である。昨年 12 月大磯町議会一般質問で池田町長が本件につい

て忖度が疑われていることを質問した議員に対して「名誉棄損」という言

葉を使った。この「名誉棄損」という発言をテレビで視聴した被害児童・

被害児童保護者は、池田町長に対して「名誉棄損は被害者に対する発言と

受け止めている」というお話を伺っている。 

 また、教育委員会は再三にわたって、第三者委員会の調査結果が遅れて

いるのは「教育委員会と調査委員会が、被害児童保護者の御要望に丁寧に

お応えしながら調査を進めているためです。」という主張を一般質問の場、

パブリックコメント等で回答している。実際に教育委員会が本件を解決に

繋げるための適正な調査、資料提供を第三者委員会に怠っているのは明ら

かな事実である。 

 そのうえで、令和６年 12月 13日に大磯町教育委員会が被害児童保護者

に宛てた書面に、現在、公職にある加害児童保護者と府川教育長が「いじ

め問題の件」で面会をされた事実を認めた記載があると伺った。私もその

書面内容を拝見した。府川教育長から当該保護者と面会したのであれば、

忖度が懸念されても致し方ない。逆に当該保護者から府川教育長に面会を

申し入れたのであれば、当該保護者がその意図がなかったにせよ、「ご自

分の子どものいじめ問題」について、直接教育委員会のトップを巻き込む

のは優越的地位の濫用と取られても仕方がないのではないか。府川教育

長・教育委員会に対する圧力とも考えられるのではないか。 

 今回、その忖度と思われる点について教育長に伺う。 

（１）令和６年 12月 13日に大磯町教育委員会が被害児童保護者に宛てた

書面の中で、加害児童保護者と府川教育長が面会したのは事実か。 

（２）加害児童保護者の申し出で府川教育長は面会に応じたのか。 

（３）面会の中で、府川教育長が加害児童保護者に対して、大磯町立中学

校でいじめや暴力的な行為で加害児童保護者の児童が周辺に迷惑を

かけている点について、府川教育長が諭したことが書面に記載されて

いると聞いている。本来であれば、大磯町立中学校の担任の先生、教

頭先生、校長先生等、学校の現場が加害児童、その保護者に適切な指

導をするべきだと思うが、何故、教育長自ら諭さないといけなかった

のか、その理由を伺う。 

 

町 長 

教育長 

６  

  15番 

庄子 幸太議員 

（  58分） 

16:10～17:08 

 

１．能登半島地震及び豪雨災害から学ぶ、復旧・復興への備えについて 

昨年、元日に発生した能登半島地震では、家屋倒壊や大規模火災などで

多くの大切な生命と貴重な財産が一瞬で奪われる未曾有の大災害となり、

発災後は神奈川県を通じ、町からも職員が被災地に派遣され、救助活動や

罹災証明手続き・支援物資などの事務で被災地に多大な貢献を果たした。 

私は直後の３月定例会で「大地震災害への対応」と「災害弱者支援」と

して大磯町の現状を問い、３月下旬には石川県輪島市を中心に被災状況や

町 長 

教育長 
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福祉避難所などを視察、昼夜を問わず懸命に支援する行政職員や避難施設

当事者などの声を聞いた。 

さらに、同年９月 21日には 1,000年に１度の確率で起こるといわれる

線状降水帯（時間雨量 260mm、１日雨量 470㎜）による豪雨が再び被災地

を襲い、死者 11名を含む甚大な洪水・土砂崩れ被害が生活・生業再建中

の被災者に追い打ちをかけた。 

このような悲惨ともいえる状況のなか、被災地では様々な困難を乗り越

え、被災者は身を寄せ合いながらも再建へと再び立ち向かっている。年が

明けた１月末には再び現地を視察し、被災地の市議会議員や商工会議所、

教育委員会とのヒアリングを通じて、現在の復旧・復興状況を聞く機会を

得て、現状を知ると改めて胸が締め付けられる思いと共に、これらの教訓

を糧としていつ起こるか分からない大災害に備えるため、次の見解を町に

伺う。 

（１）発災当初の課題として、行政職員も被災していることから、避難所

運営の不確実性を踏まえ、視察による当事者の声では特に停電などに

よる通信遮断や断水に伴うトイレや入浴など用水の確保が挙げられ

たが、これら町の備えの現状は。 

（２）最大震度７を記録した能登半島地震と同規模地震が神奈川県西部震

源域で発生すると、災害対策本部として陣頭指揮を担う役場現庁舎は

損傷を免れない構造と承知しているが、それに対し町はどのような危

険予測をし、その責任をどう果たすつもりなのか。 

（３）指定避難所、特に教育施設の課題として、能登半島地震における輪

島市内では、１校を除くほぼ全ての校舎が損傷によって（特別教室を

含む）教室が１年以上使えない状況と聞いた。さらに運動場と体育館

は避難所であるため体育の授業もできていない状態が続いている。こ

れらにより授業の質が担保できず児童・生徒の約１／３が他市町への

転校を余儀なくされている現状に、子を持つ親として愛着ある地を離

れざるを得ない苦悩は想像に難くないが、このような事例を踏まえ学

校施設が使えず人口流出が止まらないケースを町では想定している

か。 
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質問議員 質 問 事 項（２日目） 答弁者 

７ 

２番 

橋本 秀彦議員 

（  51分） 

9:00～9:51 

 

１．職員体制や働き方の見直しなど、職場環境の整備について 

人口統計調査によると、令和７年１月１日の大磯町の人口は 30,754人

であった。令和６年１月から 12月までの人口の増減は 297人の減少で、

令和５年の１月から 12月までの 211人減を大きく上回り、令和４年の 199

人の減少から比べると約 1.5倍人口減少が進んでおり、今後も加速的に人

口減少が進むことを懸念している。このような中、人口減少に対する様々

な取組を行い、対策を講じているが、その中心的な役割を担う町職員を見

ると、若手職員や中間管理職員の休職や離職が見受けられ、その対応も十

分にしきれていないように思われる。 

社会全体で若年世代の離職や管理職を希望しない人が増えている中、町

の課題をどう踏まえ、どのような対策を講じているのか、また職員体制や

職員の働き方の見直しなど職場環境整備をどう考え、どう進めていくか、

町長に次の点を伺う。 

（１）12月議会で議案に上がった組織の見直しが否決された理由は、実務

を行う職員数が減ることへの心配や懸念だったと考える。否決された

議会への判断も顧みず、結局はまた管理職を増やすような見直しをす

ることになったのは何故か。 

（２）第５次定員適正化計画では 260名となっている。職員の採用や退職

などの定員適正化計画をどう進めていくのか。 

（３）職員が辞めたり休職しているのを見聞きする。今年度も若手職員が、

６、７名辞めてしまったり、部署によっては係長が２名不在のまま、

何も対応されていないように見受けられるが、どのように対応してい

るのか。 

（４）夜に役場の前を通ると、電気が煌々と灯っている。風通しの良い職

場環境や働き方の改善などを掲げているが、実態は異なるようなこと

も聞く。時間外勤務状況なども踏まえ、きちんと対応できているのか。 

 

２．今後の中学校給食について 

大磯中学校の保護者から、自校式による給食の決定がされてから久しく

なるが、その後の経過はどうなっているかとのお声を複数頂いた。同様に

大磯小学校の保護者からも今後の見通しについてのお声をいただいた。

すべての生徒に温かく、栄養バランスの取れた食事を摂ることはとても

大切であると考える。そのためにも「こどもまんなか」を掲げる大磯町

において、１日も早く学校給食を実現してほしいと考える。そこで、次

の点を伺う。 

（１）現状の計画とその進捗は。 

（２）生徒や保護者から給食についての声が届くことはあるか。 

（３）今後のスケジュールはどのようになっているか。 
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８ 

    11番 

髙橋 英俊議員 

（ 58分） 

10:05～11:03 

１．大磯町立小学校のいじめ問題について 

有力者に忖度のない公平公正な対応を求める 

本件、石川議員、清田議員と継続して質問をしているが、2023年４月に

被害児童保護者が町の一連の対応について情報開示請求されて、「重大事

態」に認定された件について、質問をする。 

 本件は池田町長体制以降、調査結果の公表が大幅に遅れに遅れているこ

とは残念ながら事実である。 

 昨年 12 月の大磯町議会一般質問で池田町長が本件について忖度が疑わ

れていることを質問した私に対して「名誉棄損」という言葉を使われた。   

この「名誉棄損」という発言をご覧になった被害児童、被害児童保護者

は池田町長に対して恐怖すら覚えており、「名誉棄損」は被害者に対する

発言と受け止めているという話をお伺いした。被害者は貴方の忖度の事実

について近い将来、直接訴えていきたいという話を伺ったので、この場で

お伝えさせていただく。 

 また、府川教育長には池田町長の圧力に負けずに、力を発揮していただ

きたいと思っているが、現状はやりにくい状況であると拝察している。 

 現在の大磯町教育委員会は再三にわたって、第三者委員会の調査結果が

遅れているのは「教育委員会と調査委員会が、被害児童保護者の御要望に

丁寧にお応えしながら調査を進めているためです。」という主張を展開し

ている。 

 しかし、実際には教育委員会が本件を解決に繋げるための適正な調査、

資料提供を第三者委員会に怠っているのは明らかな事実である。 

 報道機関に指摘されているのも承知されているはずである。府川教育長

が悪いのではなく、池田町長に忖度している一部の幹部職員に原因がある

のではないか。府川教育長、一緒にこの問題を解決しませんか。 

 その上で、令和６年 12月 13日に大磯町教育委員会が被害児童保護者宛

ての書面に、現在、公職にある加害児童保護者と府川教育長が「いじめ問

題の件」で面会をされた事実を認めた記載があると伺った。石川議員、清

田議員と一緒にその書面内容を私も拝見した。この件について私は大変驚

いた。また、この加害児童保護者は自身の地元で「自分は教育委員会の責

任者に会った。」「自分の子どもはいじめをしていない」という主旨の話を

されているそうである。これは私が勝手に申し上げているのではなく、本

人がそういった話をしているのを被害者側が匿名の方より聞かれたそう

である。 

 被害者はこの件でさらに傷ついている。残念ながらその原因を作ったの

は府川教育長ご自身でもある。何故、特定の加害児童保護者（議員）と面

会されたのか。有力者に忖度のない公平公正な対応を求めるというタイト

ルに沿って質問をする。 

（１）府川教育長が特定の加害児童保護者（議員）に会ったことは教育委

員会の責任者として適切な対応だと考えられるか。 

（２）府川教育長は、教育長になって１年が経とうとしている。この問題

が長期化している一番の原因は、当時の熊澤教育長、教育委員会の一

部幹部と学校現場にあると私は考えている。この１年間で、府川教育

長の中で大磯町教育委員会の問題点も感じていると思う。その問題点

町 長 

教育長 
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がこのいじめ問題を長期化している要因だと思う。その点については

いかがか。 

 

２．新庁舎整備・認定こども園移行事業の今後について 

池田町長が就任して２年経過したが、新庁舎整備事業・認定こども園移

行事業について、遅れに遅れが続いている。 

 新庁舎については、完成時期について当初 2026 年３月ごろを目指した

が、昨年８月にはさらに 2028年５月に遅れるとした。 

 昨年 12 月までに参加を表明していた事業者２者からは「辞退届」が出

されたため、一時、事業者公募を中止に追い込まれた。これにより、さら

に完成時期が遅れ、町の想定していた事業費約 43億６千万円を約 15億円

上回る約 59億１千万円まで費用がかかる状況が判明した。 

 町は事業費や事業期間を見直し、現庁舎敷地内での建替えを進めている

というが、心配でならない。 

 大磯町立幼稚園認定こども園移行事業についても、昨年、整備事業・ス

ケジュールの変更があり、開園時期も 2027 年４月となった。整備費用も

当初より約 25％も上昇し、町の負担も大きく変化したことが判明した。 

 以上の２事業は、池田町長就任時に、当初、行政と議会で決めた決定事

項を変更して、庁舎は費用をかけずに耐震診断を進めていく、町立のこど

も園を推進するということとしたが、結果として当初の計画通り進めてい

くこととなったのは周知の事実である。この間に失われた時間と費用はも

う戻ってこない。 

 町長は今年の町の考え方として、「引力」という言葉を多用されている。

「引力」というのは大磯町に人や物、チャンスを集めていくということで

あるが、自分勝手な「引力」で町民を巻き込んで混乱させるのだけは止め

ていただきたい。町長は何かあると「議会が決めたことだから」という発

言を度々おっしゃるが、議会に責任転嫁するのではなく、自ら誤った主張、

スタンスを猛省して、町の事業に取り組んでいただきたい。次の点につい

て問う。 

（１）新庁舎整備事業について、事業者２者から「辞退届」が出された。

この点をどのように受け止めているか。 

（２）町は事業費や事業期間を見直し、現庁舎敷地内での建替えを進めて

いるとのことだが、公共施設等総合管理計画による消防庁舎、し尿処

理施設等、対応すべき事案が他にもある。そういった中でどのように

優先順位をつけて新庁舎整備事業を進めていくのか、町長の考え方

は。 

（３）リスクマネジメントとして、万が一、大地震が今発生した際に現庁

舎、消防施設が機能しなかった場合に、町長として町民の命を守るた

めにどのような対応を取られるのか。 

（４）大磯町立幼稚園認定こども園移行事業について、改めて、財源計画

を含めたスケジュールについて詳細な説明を求める。 
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９ 

     ９番 

石川 則男議員 

（ 65分） 

11:20～12:00 

13:00～13:25 

１．町民のささやかな疑問・要望にどう応えるのか 

（１）大磯町立小中学校のトイレの衛生面・経済面での検討状況は如何か。 

（２）横溝千鶴子記念障害福祉センターリニューアル事業の工事費や業者

選定は適切だったのか。 

（３）消防団への寄付について 

12月議会において「次の議会が始まるまでに、町としての考え方を示

す」との町長答弁があった。町の考えを問う。 

また、消防団が寄付を受け取らなくても良い様、団員報酬或いは運

営費の引上げを行う考えはないのか。 

（４）いじめ問題について 

昨年６月定例会一般質問において「小学校でいじめをしていたメンバ

ーが中学校でもいじめを続けているという情報があるが教育長は知っ

ているか」との質問に対し、教育長は即調査をすると答弁し、翌日事

実であると回答があった。その加害児童保護者と面会したと被害児童

保護者から聞いているが事実か。 

 

町 長 

教育長 

10 

    ６番 

玉虫志保実議員 

（ 58分） 

13:25～14:23 

１．場当たり的ではない計画的な町政運営の在り方について再度問う 

９月定例会で「町長就任から２年の折り返しが迫る今、人口減少に歯止

めがかからず、減少している。町長は町政運営を場当たり的、思い付きで

行っているのではないか」と質問したところ、「場当たりとは何も考える

ことなく、戦略も何もなく行うことを示す言葉であり、私はいろいろ考え

た上で臨機応変に町政運営を行っており、場当たり的に町政運営を行って

はいない」という答弁だった。 

 ９月定例会から半年が過ぎた今、人口減少に歯止めがかかる気配はな

く、どちらかと言えば、人口減少に拍車がかかっていると感じる。 

 町民の意見を聞く広聴の場である出前町政報告会や町民説明会に参加

の町民と町とのやり取り、パブリックコメントには、現在の町政の不安や

疑問があふれていると感じるとともに、場当たり的な町政運営を感じるこ

とに変わりはない。 

 そこで、次の点について質問する。 

（１）秋の出前町政報告会の＜主なやり取りと対応状況＞で、町の収入に

ついての質問に、町長は「大磯港駐車場収入、ふるさと納税などの税

外収入が増えるように対策を進める」という内容の回答をしている

が、現状と可能性について伺う。 

（２）出前報告会で、認定こども園整備についての説明はなかったと記憶

する。＜町内の課題など＞で学童保育についての質問があった。大磯

町立幼稚園認定こども園移行事業において、学童保育の設置が削除さ

れた経緯と対応について伺う。 

（３）業者の辞退により、新庁舎建設事業者公募を中止後、９か月後に再

度公募をするという考えを聞いているが、直近の町民説明会後の町の

考えを伺う。 

（４）現在、第三者委員会で調査中のいじめ重大事態は解決する気配がな

い。いじめ重大事態被害当事者とその保護者は、この時期のいじめ防

止条例制定に不快な思いをしている。議会説明、町民説明会、パブリ
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ックコメントで町民の意見を聞いた後に、（仮称）大磯町こどもをい

じめから守る条例の施行を令和７年 10 月以降に変更したが、その計

画どおりに町は進めるのか。 
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    ８番 

鈴木 京子議員 

（ 65分） 

14:40～15:45 

１．行政ニーズの拡大・多様化と職員の働き方について問う 

国の施策の影響や住民のニーズ対応など、行政ニーズは拡大・多様化し

ている。対応する職員の働き方改革では、職場環境の改善が重要と考える。  

問題・課題を率直に議論する場の設置によって、離職を食い止め、人材

育成や資質向上も図ることができるのではないか。適材適所の職員配置の

ための計画も必要と考える。以下の点について所見を問う。 

（１）事業の遂行に必要な職員数は適正なのか。新規の展開となるかもし

れない（仮）いじめ防止条例やこども計画等、新規事業に対応する業

務量の見込みは立てているのか。保育園の待機児解消や学童保育の拡

充など課題は山積しているが、課題解決のための職員数は追いついて

いるのか。配置計画はあるのか。町長部局、教育委員会双方に問う。 

（２）直近３年間の中途退職者数とメンタル要因による休職者数は。また、

離職の回避策はあるか。 

（３）私自身、住民から行政や教育現場に対する苦情相談を受けることが

増えている。住民との信頼関係の構築で工夫していることは何か。 

（４）協定締結が増えているが、メリットと締結内容に対する業務のバラ

ンスはとれているか。 

（５）高齢者の交通手段の確保や災害ボランティアの受け入れなど、大磯

町社会福祉協議会の事業展開の拡充は、町民にとって大切と考える。

組織力を強めるための支援策の考えは。 

 

町 長 

教育長 
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    １番 

二宮加寿子議員 

（ 51分） 

16:00～16:51 

 

１．ＧＩＧＡスクール端末の更新について 

文科省・経産省・環境省は端末の処分（リユース・リサイクル）を国内

循環が担保された小型家電リサイクル法等で進める方針を決定された。 

方針に基づく適正な処分（処分方法・データ消去）を GIGA端末購入の

補助金要綱として処分計画の策定と公表を義務づけた。 

 その点を踏まえ、次の点について伺う。 

（１）ＧＩＧＡスクール構想の下で整備された端末の更新について 

①整備の予定や更新時期の計画を伺う。 

②ＧＩＧＡスクールの良かった点や課題は。 

③データ消去に対する認識と具体的な取り組みは。 

（２）ＧＩＧＡスクール構想の下で整備された端末や付属品等の処分にお

ける国の認定を受けた再資源化業者との連携について、小型家電リサ

イクル法の認定事業者等との連携を検討することとされているが、そ

の対応は。 
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２．学校における音声教材の活用について 

昨年６月 12 日の国会において、通称「教科書バリアフリー法」の一部

改正法が可決成立し、７月 19日より施行された。 

 改正により音声教材を活用した学習が可能となり、十分な教育が受けら

れるようになったが、町の学習支援と今後の施策について伺う。 

（１）視覚障がい児童生徒向けのデイジー教科書を含む音声教材の提供が

あるが、町の活用状況は。 

（２）視覚障がいの児童生徒や発達性読み書き障がい（ディスレクシア）

の可能性がある児童生徒にもデイジー教科書の有効性が認められて

いるが、支援の現状、デイジー教科書を含む音声教材やデジタル教科

書の活用状況は。 

（３）近年増加している日本語指導が必要な外国籍、日本国籍の児童生徒

も音声教材を活用した学習が可能となったが、実際の対応状況は。 

 

町 長 

教育長 

 

  12名 19問 

時間は、事情により変更になる場合がありますのでご了承ください。 


